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本⽇の発表内容

1. 気候ネットワークの⽯炭⽕⼒発電に関する活動

2. 政府政策の評価

3. 今後に向けて



気候ネットワークの活動
京都議定書第１期

気候政策のウォッチ・提⾔・キャンペーン

京都議定書達成に向けて
・６％削減提案
・炭素税提案：⾼税率による価格インセンティブ・税収中⽴型
・排出量取引制度提案
・省エネ法情報開⽰請求、情報開⽰訴訟（2003〜）、2011年最⾼裁敗訴

→⽯炭の優位性を下げる・⽯炭の利⽤実態を把握する「政策実現」

2013年以降の枠組み
・2008年、2020年30%削減⽬標を掲げる「気候保護法案」提案
・2008年、MAKE the RULEキャンペーン：

144有識者・呼びかけ⼈・122地⽅議会決議、38万⼈署名
・FIT・地球温暖化対策税・国内排出量取引制度

→気候変動へのリーダーシップ、法制化を通じた政策シグナル、世論形成



2008年8月
MAKE the RULE

キャンペーン
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気候ネットワークの活動
福島第⼀原発事故後

原発ゼロ・⽯炭新設阻⽌に重点

福島第⼀原発事故後
・原発ゼロを前提にした気候変動対策／エネルギーシナリオ
・2020年「３つの２５提案」「GHG25%、省エネ25%、再エネ25%」

⽯炭新設への対応
・⽯炭へのインセンティブとなる制度のウォッチ・働きかけ
（アセス迅速化・⽕⼒電源⼊札＋東電⼊札案件・局⻑級取りまとめ）

・発電所計画ウォッチ「sekitan.jp」
・地域での反対運動：宮城（仙台）・福島（勿来・広野）・兵庫（⾼砂・

⾚穂・神⼾）、東京湾（市原・千葉・袖ヶ浦・横須賀）
・アセス対応
・⼤気汚染シミュレーション
・英語での情報の⾒える化と、海外との連携
・訴訟（仙台・神⼾・横須賀）
・事業者・⾦融向けたの取り組み



2012年以降の⽯炭⽕⼒新設計画

50基（2323.3万kW）

Source：気候ネットワーク http://sekitan.jp/

●運転開始...20（555.9万kW）

●建設中... 10（612.2万kW）

●アセス中/完了...5 (261.2万kW）

●計画中 ... 2（200.0万kW）

●運転中⽌・廃⽌...13(703.0万kW)

2012年以降の⽯炭⽕⼒発電所の新増設のウォッチ

50基の⽯炭⽕⼒発電所が計画、多数が建設・運転へ
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みずほ株主提案の背景と経緯
背景
• ⾦融機関・投資家によるESG・気候

変動対応の国際潮流（パリ協定・
TCFDへの賛同とその実践）

• ⽇本の銀⾏の対応・認識の遅さ
• 株主提案という⼿段の広がり
経緯
• ⽯炭⽕⼒案件での要請や⽅針への意

⾒表明
• 2019.8 株購⼊(31,000株）

2019.12・2020年2⽉ 担当者と協
議

• 2020.3 株主提案
• 2020.4 みずほ、取組強化を発表
• 2020.5 株主提案堅持を決定
• 2020.5 みずほ、本提案への反対を

表明
• 2020.6.25 株主総会決議
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みずほFGの課題

⽯炭⽕⼒を始めとする化⽯燃料事業・関
連企業に多額の投融資
• ⽯炭⽕⼒発電への貸付が世界⼀

（UrgewaldのCoal Exitレポート）
• 化⽯燃料への融資・引受(2016-19)が

世界10位（RAN他のレポート）

・対応⽅針が不⼗分
• ⽯炭⽕⼒への新規投融資を継続
• パリ協定・TCFDに即した⽅針

の⽋如



みずほ株主提案とその理由

株主提案の内容

議案名：定款の⼀部変更の件（パリ協
定の⽬標に沿った投資のための経営戦
略を記載した計画の開⽰）

内容：
「当会社がパリ協定及び気候関連財務
情報開⽰タスクフォース（TCFD）に賛
同していることに留意し、パリ協定の
⽬標に沿った投資を⾏うための指標お
よび⽬標を含む経営戦略を記載した計
画を年次報告書にて開⽰する。」とい
う条項を、定款に規定する。
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理由
・パリ協定の⽬標に沿った投資を⾏うため
の指標及び⽬標を含む経営戦略を記載した
計画を開⽰することにより、みずほFGが
気候変動リスクに晒されることから守り、
株主の資産を守ることを⽬的としている。
・パリ協定は、世界の平均気温上昇を産業
⾰命以前と⽐べて２度を⼗分に下回るよう
にすること並びに１.５度に留めるよう努⼒
することを⽬標にし、資⾦の流れを温室効
果ガスの削減⽅針に適合させることも⽬的
にしている。

・みずほFGは、⽯炭⽕⼒開発事業会社に
世界で最も多額の貸付を⾏っており、脱炭
素経済への移⾏において価値が著しく低下
する事業による甚⼤なリスクに晒されてい
る。本提案により、株主は、当該リスクに
対しみずほFGがどのように対応するのか
を知ることが可能になる。



みずほFGの取組強化(2020.4)と提案反対

⽯炭⽕⼒の新規建設への投融資を中⽌
• 強化されたが、例外残る
• 運⽤開始前(6⽉1⽇）に⽀持表明した案

件は例外
• 次世代技術・リプレースは容認？

⽯炭⽕⼒発電所の与信残⾼を2050年にゼロ
• 邦銀初。しかし、2050年は遅い

強化されたのはみずほFGの投融資全体のご
く⼀部。コーポレートファイナンスのリス
クの把握は困難
• リスクの⾼いセクターを特定し、TCFD

レポートで炭素関連セクターの信⽤エク
スポージャー7.3%と公開

• その対応はエンゲージメント。その⽅
法・⽬標・達成のための指標は設定され
ず、パリ協定との整合性は説明できてい
ない。

株主提案はなお重要な意味をもつと判断
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取締役会として本提案に反対⽅針を表明

理由
• パリ協定の趣旨を踏まえた⽬標を含む

経営戦略を記載した計画を、かねてよ
り 年次報告書に加えて TCFD レポー
ト等にて能動的に開⽰している。既に
⼈権⽅針と並ぶ環境⽅針において同様
の条項を規定している。

• 定款の変更は、会社の⽬的、名称や商
号等を定める定款本来の位置づけ等に
照らして不適切である。

（気候ネットワークの⾒解）
・すでに対応済みと説明されているが、
現⾏の戦略はパリ協定と整合していると
⾔えず、情報開⽰もまだ不⼗分である。
・定款の変更は、株主が議決権⾏使でき
る限られた権限。また定款変更という形
も⼗分あり得る



気候ネット提案に海外投資家が⽀持表明

株主総会前にノルウェー年⾦基⾦・⽣保
⼤⼿（KLP）、ストアブランド
(Storebrand ASA)、デンマークの年⾦基
⾦（MP Pension）、ノルデアアセットマ
ネジメント、AP7、PKAが気候ネットワー
ク提案への⽀持を表明 （資産総額約56
兆円)
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投資家向けの活動を⾏う団体では、
世界で注⽬すべき提案の⼀つに位
置づけ
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議決権⾏使助⾔会社が「賛成」助⾔
ISS Insight
Shareholder proposals: The first Japanese shareholder proposal 
related to climate change and the goals of the Paris Agreement will 
come up at Mizuho Financial Group’s meeting.

Glass Lewis 
Mizuho Financial Group, Inc.
Tokyo Stock Exchange June 25
On the heels of majority-supported climate-related shareholder proposals in Canada, 
Australia and the U.S., a Japanese company is facing a climate-related proposal 
similar to those seen in the aforementioned markets. 
Mizuho’s proposal, however, is a significant departure from these types of proposals 
and is more akin to proposals seen in other markets, such as the United States. 
While this is currently an isolated instance of a Western proposal being submitted to 
a Japanese company, it could indicate a more significant shift in the way that 
shareholders are engaging with Japanese companies and the tools they are using to 
effect desired changes.

結果：否決 ３４.５％
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Source：平⽥『地球温暖化』2020.9



石炭火力発電の開発へのゴーサイン

環境アセスメントの迅速化
石炭火力発電所のリプレイスは、影響評価が容易で、より高効率なものになるため、
手続きの迅速化（期間の短縮）を決定（「火力発電所リプレースに係る環境影響評価手
法の合理化に関するガイドライン」環境省（2012.3（2013.3改訂））

新しい火力電源の入札ガイドライン
電力会社の電源調達に競争原理を導入。IPP事業者をはじめ新規参入者による卸供
給を拡大し、電力の安定供給と電気料金の適正な原価の形成を促す（「新しい火力電
源入札の運用に係る指針」資源エネルギー庁（2013.9))

東京電力の火力電源入札に関する関係局長級会議取りまとめ
CO2排出抑制のための事業者の自主的枠組の構築を要請
① 国の計画と整合的な⽬標が定められていること
② 新電⼒を含む主要事業者が参加すること
③ ⽬標達成に向けた責任主体が明確なこと（⼩売段階に着⽬）
④ ⽬標達成について参加事業者が全体として明確にコミットしていること
⑤ 新規参⼊者等に対しても開かれ、事業者の予⾒可能性の⾼い枠組とすること

→ ※これを受け、電気事業者らが枠組みを発表（2015.7.17）
「参加事業者で2030年に「0.37kg-CO2/kWh」を達成」

国の⽯炭⽕⼒政策① ー東⽇本⼤震災後



これらの施策では、石炭火力割合
２６％を大きく超える可能性

エネルギー基本計画での位置付けと、それとの整合を図る施策

エネルギー基本計画
現状において安定供給性や経済
性に優れた重要なベースロード
電源の燃料（2018.7)

石炭割合：
エネルギーミックスの26％

国の⽯炭⽕⼒政策②
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2030年の見通し
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原発事故前10年間平均

図 電源構成の2030年見通し（出所：資源エネルギー庁）

省エネ法
新設基準

石炭：超々臨界圧（USC）相当
（発電効率 42.0％以上（発電端、HHV)

天然ガス：コンバインドサイクル相当
（発電効率 50.5％以上（発電端、HHV)

既存基準
指標1）燃料種ごとの発電効率
（石炭41％、天然ガス48％、石油39％）

指標2）火力全体の発電効率（44.3％）

エネルギー供給構造高度化法
小売電気事業者：自ら供給する電気の非化石電源比率
2030年度に44％以上を義務化。

石炭
26
%



電気事業者の供給計画とりまとめ
2029年に⽯炭⽕⼒37%にまで増加
（LNGの設備利⽤率は33.1％まで落ち込む）

Source：電⼒広域的運営推進機関（OCCTO）より気候ネットワーク作成

石炭
37%

石炭 LNG

送電端電力量の推移の見通し 電源別設備利用率

LNG
48.9% →33.1%

石炭
66.4% →67.6%



Source：気候ネットワーク
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経済産業省
⽯炭⽕⼒の抑制：⾮効率⽯炭休廃⽌（100基・９割）

Source：総合資源エネルギー調査会 ⽯炭⽕⼒検討ワーキンググループ 2020/8/7 資料５



“⾮効率⽯炭⽕⼒の９割（100基）休廃⽌”の意味
基数で９割・１００基は⼤きく思えるが

設備容量ではわずか２割減
古いものは閉じるが、新しいものは今後も延命⽅針

これによって達成きるのは、エネ基の石炭火力「2030年26％」水準
（環境省は5000万トンCO2超過と分析）

国内石炭火力対策としては、全く不十分なまま



政府シナリオ（⾮効率⽯炭100基・9割休廃⽌）の意味
（気候ネットワーク独⾃推計）

新規がすべて建設されるならば、2030年になお約4000 万kWが稼働
（現在4800万kW)
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容量市場で
⽯炭原発延命か？

＜2020年度メインオークション
（対象実需給年度：2024年度）の結果＞
・約定量 1億6,769万kW
・約定価格 14,137円/kW
・経過措置を踏まえた約定総額は1兆5,987億円



⾜りない所は⾰新的技術頼み
「⾰新的環境イノベーション戦略」

(2020.1)

• 原発や化⽯燃料から作られる「⽔素」？
• CCS・CCUS依存の脱炭素化？



「⾰新的環境イノベーション戦略」 (2020.1)

• 2050年向けて優れた原⼦⼒技術の追求？



「⾰新的環境イノベーション戦略」
(2020.1)

• 核融合エネルギー：今世紀中の実⽤化。2100年に核融合
で世界全体でCO2、5.9億トン削減？



「⾰新的環境イノベーション戦略」
(2020.1)

• CCS/CCUS 2050年までにコスト削減、社会実装の進展？



現⾏政策動向の評価

• パリ協定下の国際トレンドの中、動かざるを得ない状況
にはなっている
• ⻑期戦略の「脱炭素社会」の究極のゴール設定
• 外圧→受け⽌めた⼩泉⼤⾂の⽯炭輸出議論展開
• ⾮効率⽯炭休廃⽌への⼀歩

• しかし⽯炭⽕⼒に関する2030〜2050年のビジョン不在
• 2030年エネルギーミックス改定？
• ⽯炭はゼロビジョンなきまま、 CCUSで切り抜けながら新規計画
続⾏。時間的にもコスト的にも⾒合わない。

このままでは⽯炭⽕⼒からの排出削減は進まない
脱炭素化も困難＝パリ協定と不整合



現⾏政策動向の評価

• 「フェーズアウト計画」の策定の必要性
• 2030年フェーズアウト計画・新規計画中⽌
• 原発・再エネ含むエネルギーミックス全体の検討

• ⾮効率⽯炭⽕⼒の規制的措置の課題
• 省エネ法の下での発電効率での規制の限界（ベンチマークは副⽣
ガス・バイオマス混焼で発電効率評価にゆがみ）

• ⼀定発電効率以下の裾切り必要（Sub-C、SC）
• CO2排出基準で評価が必要 ー「プライシング」
• 「休⽌」ではなく「廃⽌」
• ⾮効率⽯炭⽕⼒の“フェードアウト”以上の⽯炭の取り組みへの道
を作ること

→このような議論のレベルを⾏なっていることが問題

• 適正な電⼒市場制度設計
• 容量市場⾒直し
• 送電ルール、再エネ優先給電・事実上の⽯炭プライシング
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IEAの持続可能発展シナリオ（パリ協定と整合）に基づく石炭火力削減の道すじ

Source：IEA, Share of coal-fired power generation in the Sustainable Development Scenario, 2000-2040

今後に向けて 〜2030年⽯炭ゼロに向けて



✔石炭火力ゼロ
をすでに達成
（もともとゼロを含む）

✔2030年石炭火
力ゼロ目標

▲石炭火力ゼロ
へ努力
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目標なし
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先進国の石炭火力方針(ゼロ目標年）
58％の国が2030ゼロ見込み、71%が全廃目指す

（※）太字は、脱石炭国際連盟（Powering Past Coal Alliance: PPCA)加盟国
E3G分析をもとに平田作成



電⼒構成における⽯炭⽕⼒の割合
全体に減少傾向・⽇本は⾼⽌まり

ポーランド

オーストラリア

ドイツ 韓国

トルコ
日本
ドイツ
アメリカ

その他EU
メキシコ
イギリス



Source: OECD, Electricity generation by source, 1990-2019

2019年、OECD諸国全体で初めて
再⽣可能エネルギーによる発電発電量が⽯炭⽕⼒を超えた



⽯炭⽕⼒からの転換に関するG20＋EU28か国の最新ランキング
⽇本、最下位

Source：E3G,Global Status of Coal Power, 2020



目標を立て毎年計画的に削減する
「2030年石炭火力フェーズアウト」計画が不可欠

Source：気候ネットワーク「2030⽯炭⽕⼒フェーズアウトへの道筋」より情報更新の上作成

新規建設を容認すれば、毎年削減すべき設備容量がより大きくなる

新規建設容認の場合 新規建設中止の場合
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2030年⽯炭ゼロの実現可能性
⽯炭⽕⼒設備の毎年約500万kW前後の廃⽌を計画

• 2030年の政府の電⼒需要想定は⾼すぎる可能性

OCCTO⽔準を前提にすれば
約１割減

• 発電設備は増加⾒込み
2019年 30671万kW
2029年 34194万kW
----------------------

＋3523万kW

2013実績 2019実績 2020
OCCTO推定

2029
OCCTO想定

2030
政府想定

9666億kWh 8799億kWh 8818億kWh 8721億kWh 9808億kWh



2030年⽯炭ゼロの実現可能性
毎年約500万kW前後の⽯炭⽕⼒設備の廃⽌を計画

• 設備利⽤率低下⾒込みのLNG⽕⼒を活⽤
2029年設備利⽤率33.1％まで減少⾒込み
• 設備利⽤率向上 (65%) で⽯炭⽕⼒を代替

• 再⽣可能エネルギーの導⼊拡⼤
2030年政府⽬標は22-24%
OCCTOの2029年発電電⼒量⾒込みは28%

• 以上を想定すれば、⽯炭⽕⼒発電の喪失分は、原発ゼロのまま、
2030年の電⼒構成は、LNG⽕⼒と再エネだけでほぼ補える⾒込み。

• 再エネの前倒し＋30%超の導⼊、さらなる節電・省エネ促進により、
LNG⽕⼒依存度を下げることができる。

• ⽯炭⽕⼒2030フェーズアウト計画の改訂版（9⽉発表予定）



「2030年石炭火力フェーズアウト」の実現に向けた
市民・NGOの動き

アメリカ ヨーロッパ

オーストラリア

９月に、韓国でもBeyond Coalが始動




